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第8  最低生活の保障
1  制度の概要
(1)  保障の原理

憲法第25条は,すべての国民が健康で文化的な最低限度の生活を営むことができるようにすることを国家
の責務としているが,この理念に基づいて制定されているのが生活保護法である。この法律は,社会生活を
営むのに必要な最低限度の需要がみたされていない人々に対して国の責任においてその最低生活を保障
することを目的としている。

したがつて,すべての国民に対し,差別的又は優先的な取扱いをすることを禁じ,無差別平等に保護が行なわ
れるよう規定するとともに,近代的公的扶助の精神を端的に示すものとして「国民に保護を請求する権利
がある」ことを明らかにしている。

他面,生活保護は国民の生活を保障するための最後の施策であるから,その前提としてまず個々の人が自分
の責任を果たすことが要請されるのであり,他のあらゆる手段によつて生活維持に努力してもなお最低生
活を維持できない場合に初めて適用される。

生活保護法において,保護の対象を「生活に困窮する者」に限定し,保障の限度も「最低限度の生活」にと
どめることとされており,かつ,保護の要件として「その利用し得る資産,能力その他あらゆるものを最低限
度の生活の維持に活用すること」が期待され,また「扶養義務者の扶養や他の法律に定める扶助は,すべて
この法律による保護に優先して行なわれる」ことを要求している保護の補足性の原理もこの趣旨であ
る。

しかし,最低生活の保障には単に生活保護制度のみでは十分でなく,社会保険や社会福祉等のいわゆる防貧
の制度が十分整備されることが必要であるが,貧困原因の多様性,貧困そのものの相対性を考えれば,生活保
護の機能は依然として社会保障制度の中で最も基本的な地位を占めるものであり,この制度がになう救貧
制度としての存在意義はきわめて大きいものがあるといわねばならない。
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第8  最低生活の保障
1  制度の概要
(2)  保護基準(最低生活費)

ある人がどの程度生活に困つているか,そしてそれに対してどの程度の保護を行なえば最低生活の保障に
なるかを決めるには,具体的に一つの目標とする保護水準を決め,それと比較することが必要であるし,その
困窮の度合を個々の対象について実地に調査することが必要となつてくる。この場合の最低生活需要の
測定の物指しとなり,保護の程度を決める基準となるのがいわゆる保護基準である。

この保護基準は,厚生大臣が定めることとなつており,保護を必要とする者の年令別,性別,世帯構成別,所在
地域等必要な事情を考慮して保護の種類に応じて決められ告示されている。

保護が行なわれるのは,この保護基準(最低生活費)という物指しによつて困窮のため最低限度の生活を維
持することができないかどうかを調査し,その結果保護基準と比らべて最低生活の需要を満たすに足るだ
けの収入(資産等)がない場合である。

この際の収入は,原則として社会生活を現実に共同して営んでいる世帯を単位に認定されるが,世帯の収入
が保護基準以下であればその世帯は「生活に困窮する」と認定され,保護基準(最低生活費)に満たない部
分について扶助が現金又は現物で行なわれることになるのである。

最低生活保障線としての保護基準の水準は,国民の生活がぎりぎりのところどの程度において守られてい
るかを最も端的に示すものであると同時に,それがひいては,福祉国家としての実態をどの程度整えている
かを示す目安になるともいえるであろう。最低生活費に関する研究は社会保障制度の進展の歴史をその
まま物語るものともいわれ,これまで内外の各分野の人々によつて種々の研究が行なわれてきたが,従来は
最低生活費に対する考え方については,健康の保持その他の最低限度の生活需要は国民経済等の水準とは
無関係に決まる動かし難い線であるとする見解が強かつた。しかし昨今では,最低生活水準という制約は
あるにしても,これは総体としての国民生活水準の実情,賃金水準,社会連帯の国民感情や社会意識等によつ
て相対的に決まるものであるとする考え方が支配的になつてきている。このことは,昭和35年12月に公表
された国民所得倍増計画や,さらには37年8月社会保障制度審議会から発表された「社会保障制度の総合
調整に関する基本方策についての答申および社会保障制度の推進に関する勧告」においても,生活保護に
よつて保護される最低生活水準として「最低生活水準は絶対的なものでなく,国民一般の生活の向上に比
例して向上しなければならない。」と述べていることによつても明らかである。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和38年度版）



  

第8  最低生活の保障
1  制度の概要
(3)  保護の種類と方法

保護は,食糧,住居,被服,保健衛生,教育,医療等日常生活に要するさまざまの需要の態様により生活扶助,教育
扶助,住宅扶助,医療扶助,出産扶助,生業扶助,葬祭扶助の7種類の扶助に大別されているが,このほか個々人
の生活実態から特別な配慮を必要とするものに対しては,その特殊な需要に応ずるため妊産婦加算,母子加
算,身体障害者加算,老令加算,在宅患者加算,乳幼児加算,人工栄養費等の加算制度が設けられており,また,勤
労に伴つて必要な経費を収入から控除し,勤労意欲の助長を図るものとして基礎控除,勤勉控除,新規就労控
除,未成年者控除等の制度が設けられ,それぞれの世帯や個人の生活の実際の必要の違いを考慮した保護が
行なわれる仕組みになっていることは第8-1表のとおりである。

第8-1表1級地における生活保護基準等
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被保護者は,これら7種類の扶助の一つ又は二つ以上の保護を受けることができ,扶助の方法は金銭給付が
原則であるが,医療扶助だけは現物給付を建前としている。また,生活扶助には,扶助を行なう場所により居
宅保護と収容保護に分かれる。居宅扶助が原則であるが,必要に応じ救護施設,更生施設等へ収容保護する
こともできる。
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第8  最低生活の保障
1  制度の概要
(4)  保護の実施機関

生活困窮者に対して具体的に保護を実施する機関は,その者の居住地を管轄している福祉事務所を管理す
る都道府県知事又は市町村長である。これらの保護の実施機関は,保護の決定及び実施に関する権限を福
祉事務所長に委任することができることとなつており,ほとんどの実施機関がこの措置をとつている。

保護の開始は,要保護者,その扶養義務者又はその他の同居の親族の申請に基づいて行なわれることを原則
としている(申請保護の原則)。福祉事務所に保護申請書がその要保護者の収入の申告とあわせて提出さ
れ,これによりケースワーカーである社会福祉主事の調査をまつて保護の要否が決定される。なお,民生委
員はこの事務の執行に協力するものとされている。また,福祉事務所を設置しない町村長も応急保護の義
務があり,また保護申請書の受理,保護金品の交付,要保護者に関する調査等にについて実施機関に協力する
ものとされている。
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第8  最低生活の保障
1  制度の概要
(5)  保護施設と指定医療機閥

被保護者を収容保護してそれぞれの扶助を行なうための施設が保護施設である。保護施設は,養老(老人福
祉法の施行-昭和38年8月1日-とともに老人福祉法の養護老人ホームとなつた。以下同じ。)救護,更生,宿所
提供,医療保護の6種であつて,設置主体は,都道府県,市町村,社会福祉法人,日本赤十字社に限られている。

保護施設の総数は,37年12月31日現在,第8-2表のとおり1,225となつている。これを定員でみると,養老施
設は約4万4,451で36年12月末日現在から662人の増加をみているが,更生施設では499人,授産施設で938人
とそれぞれ減少している。

第8-2表 種類別保護施設数及び取扱人員
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医療扶助については,厚生大臣,都道府県知事及び指定都市(6大都市)の市長の指定する病院,診療所,薬局(指
定医療機関)において,被保護者は,必要の都度保護の実施機関から交付される医療券を提出して,医療を受
ける仕組になつている。なお,指定医療機関の診療方針に診療報酬は,おおむね国民健康保険の例によつて
いる。
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第8  最低生活の保障
2  推移と現状
(1)  保養基準の推移

まず,7種類の扶助を柱として組立てられている保護基準のうちその中心となつている生活扶助基準につい
てみると,旧生活保護法(昭和21年10月)以来,39年度までに20回(補正等を除く。)にわたつて改定が行なわ
れている。これを過去5か年の推移について示すと第8-3表のとおりであり,5年間で約86%の引き上げが
行なわれたことがわかる。

第8-3表 過去5年間の生活扶助基準額改定の推移

このような急激な基準額の引き上げをもたらした理由は,一つには,近年の経済の高度成長による国民生活
水準の急速な向上に負うものであるが,同時に前に述べたごとく最低生活費に対する考え方が国民生活水
準との関連における相対的なものであるとの認識が一般の容認するところとなつてきたという背景があ
ることも見逃せない。第二には保護基準の算定方法自体において,これらの考え方を実際に反映,適用し得
る方式を確立したことにあるといつてよいであろう。

すなわち,エンゲル方式の採用がそれである。保護基準の算定方法は,第8次改定(23年8月1日)以来,いわゆ
るマーケケツト・バスケツト方式(全物量方式)によつてきたのであるが,これは最低生活に必要な需要を
個々の消費財ごとにすべて理論的に積み上げて算出するものであつた。これが第17次改定(36年4月1日)
からはいわゆるエンゲル方式を採用することとなつたが,このエンゲル方式とは,飲食物費については,栄養
所要量を考慮して実態の資料をもととして科学的合理的に積算し,その他の経費については,この飲食物費
を現実に支出している一般勤労者世帯の実態生計から得られたエンゲル係数からその経費を算出し,そこ
から生活扶助基準相当額を合理的に算定する方法である。

このように最低生活費の算定の根拠を一般世帯における実態生計の中に求めた結果,国民経済全般の成長
発展,ひいては一般世帯の生活水準の上昇や消費構造の変化等に応じて最低生活費が改定される仕組とな
つたのである。
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これにより導き出された生活保護基準は,39年度における生活扶助基準についてみると,1級地(東京都や6
大市等)の標準4人世帯で1か月1万6,147円となり,前年度の1万4,289円に対し1.3%の引上げとなつた。ま
たこのほか,年末の臨時的支出に対する扶助としての期末一時扶助費について,標準4人世帯で1,400円が
1,600円に38年12月から増額され,教育扶助基準については,中小学校の学用品費について内容の充実が図
られ,基準額の増額をみた。さらに,出産扶助,葬祭扶助についても,最近における助産,葬祭の料金の上昇に
見合つて,それぞれ1,000円ずつの増額が行なわれた。

この結果,39年4月からの生活保護基準は,標準4人世帯で1人が稼働している場合には1級地で1か月当り約
2万1,000円(38年度は約1万9,000円),4級地(一般町村)で約1万5,200円(38年度は約1万3,600円)となつた。

しかしながら,特に近年における一般国民の消費水準や賃金の上昇の度合は著しく,この基準額をもつても
なお総理府統計局の家計調査の示す一般勤労世帯の平均消費水準の45%程度を保障するにとどまり,相次
ぐ保護基準の改定により被保護世帯の生活水準は相当向上してきたにもかかわらず,なお一般に比べると
低い水準にあり,格差の縮少の必要性を物語つている。

社会保障制度審議会は,このような実態に注目し,36年度当初基準を45年度までに実質3倍に引上げること
を勧告するとともに,この制度の果たす役割の重要性にかんがみ,財政上の負担も社会保障の分野において
最優先すべきであると述べている。
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第8  最低生活の保障
2  推移と現状
(2)  保護の実施機関

このように生活保護制度は,それが国民の生活を守る最後のよりどころとして重要な役割を果しつつ,一方
においてやむなく保護を受けるにいたつた不幸な人々のすみやかな自立を目標に,きめの細かい行政が全
国の市及び郡に配置されている1,033施設に及ぶ福祉事務所とそこに勤務する約1万人のケースワーカー
及び都道府県や市町村の関係当局の努力にささえられて実施されているのである。
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第8  最低生活の保障
2  推移と現状
(3)  生活保護受給世帯及び人員

生活保護法の適用を受けている世帯数及び人員は第8-4表に示すとおり昭和32年度までは年々著しい減少
傾向を続けてきたが,33年度以降若干増勢に転じているが保護率でみるとほゞ横ばいとなつている。これ
を37年度についてみると月平均被保護世帯数,被保護人員はそれぞれ62万4,000世帯,167万4,000人と前年
度に比し1万世帯,3万人の増加を示した。

第8-4表 被保護世帯数及び扶助別人員

保護率でみても,32年度以降はほゞ横ばいの傾向を示し,37年度についてるみと,人口1,000人に対して17.6
と前年度の17.4をわずかに上まわつている。

これを扶助別人員についてみると,第8-2図のとおり37年度1か月当りにして生活扶助152万人,住宅扶助70
万人,教育扶助52万人,医療扶助49万人となつており,いずれも上昇を示している。

第8-1図 扶助の種類別人員の推移(年度平均)

厚生白書（昭和38年度版）



第8-2図 都道府県別被保護実人員,対前年度増減率及び保護率

厚生白書（昭和38年度版）



また保護率を府県別にみると第8-2図のとおりであり九州,四国,山陰,北海道等の産炭地,農山漁村地区の各
県が高く,東海,近畿の各地区の府県が低率であることがわかる。もちろん保護率の高低は,人口変動に大き
く影響されるところであるが,各府県の保護率をそれぞれ前年度と比較しても前記保護率の高い地区の県
がいずれも増加を示している。中でも福岡県は,保護率51.5‰で前年度の41.6‰に比べてさらに増加は著
しい。

こうした現象は主として当該地域における経済的発展の程度いかんに基づくほか,北九州をはじめとする
産炭地域における石炭産業及びその関連産業の不振の結果に伴い,要保護階層の増大となつてあらわれて
いるとみることができる。
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第8  最低生活の保障
2  推移と現状
(4)  医療扶助の状況

医療扶助人員並びに医療扶助費は毎年増加の一途をたどり,昭和37年度においては月49万人で医療扶助費
として月平均35億円が支出されていて,保護費総額の半額近くを占めている。1人1か月当りの平均医療扶
助費についてみると7,100円であり年々増額している。医療扶助人員をさらに入院,入院外別にみると,第
8-5表及び第8-3図のとおり入院は35年度を100として37年度には83と減少を示している。これは36年度
において結核予防法,精神衛生法の一部改正が行なわれ,これに伴つて生活保護法による医療扶助受給者の
移し替え並びに新規開始の同法への適用措置が拡大された結果,結核・精神病の生活保護患者が減少した
ことによるものである。しかしながらその他の疾病による入院人員並びに入院外人員は近年著しい増加
を示しており,その他の疾病による入院は35年度の3万7,000人から37年度にはわずか2年間に37%,1万
4,000人もの増加を示しており,また入院外人員も35年度の23万人から29%,6万7,000人も増加している。

第8-5表 特定病類別医療扶助人員の推移

第8-3図 特定病類別医療扶助人員の推移
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医療扶助による人院患者が,他の医療保障諸制度が遂次改善されつつあることにより,一時的ながら減少を
みたものの,それは主として特定疾病に限られたものであり,医療扶助についての増加傾向の解決は他の一
般施策の充実強化をまつて始めて可能である。すなわち,一般的な低所得対策に加え,国民健康保険を始め
とする社会保険の給付内容の改善,結核,精神病対策のより一層の充実強化等の既存制度の充実,都市及び農
山漁村の生活環境改善,無医村及びへき地医療対策,住民の健康診断等予防対策の実現,強化が採りげ上られ
る必要があろう。このような施策が推進されて始めて生活保護制度もその本来的な機能を発揮できるも
のといえる。
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第8  最低生活の保障
2  推移と現状
(5)  保護の開始及び廃止の状況

昭和37年度における保護の開始及び廃止の状況をみると第8-7表のとおり月々約2万1,000世帯が保護を開
始され,1万7,000世帯が廃止されており,月平均4,000世帯が被保護階層に沈でんしていることを示してい
る。

第8-7表 保護開始世帯の開始理由別構成比率の推移

開始の原因をみると第8-7表のとおり,あいかわらず世帯主及び世帯員の傷病に起因して保護を開始される
世帯が約半数を占めている。

他方廃止の理由をみると第8-8表のとおり傷病の治療を理由とするものが約25%にすぎず,死亡を加えても
38%にとどまつており,働きによる収入増加が25%である。

第8-8表 保護廃止世帯の廃止理由別構成比率の推移
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これらの傾向は,ここ数年来大きな変化がないことを勘案すれば,被保護階層に転落するような傷病にかか
つたならば,その傷病が治ゆしても容易に被保護階層を脱することができない一面を物語つているといえ
よう。

第8-6表 開始,廃止世帯及び人員の推移
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第8  最低生活の保障
2  推移と現状
(6)  生活保護費

生活保護に要する費用は年々増加し,第8-9表のとおり,昭和38年度では,国庫補助額(国庫8割,地方公共団体
2割負担)も719億円にのぼつている。しかし一般会計予算に対する保護費補助金の割合は2.5%で低下の
傾向をたどつている。

第8-9表 一般会計及び生活保護費の予算額の推移

また,37年度に支出した保護費総額は約850億円(地方負担分を含む)1人当りにして第8-10表のとおり1か
月平均4,226円を支出したことになる。これは2年前に比べて35%の増となつている。生活扶助費では37
年度工か月当り,28億円で36年度に比し,6億円の増加である。これは,主,として18次改定による保護基準
の引上げによるものである。

第8-10表 扶助別保護費の推移
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